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Ⅰ．背景・目的

令和 4 年度の森林・林業白書によると，50 年生のスギ人工林
の主伐を行った場合の山元立木価格は平均的な木材収入が 157 万
円 /ha なのに対して，スギ人工林において，初期造林費用は 192
万円/haとなっている（林野庁，2023）。この数値はいわゆる「ウッ
ドショック」で状況が一時的に好転しての数字である。森林所有
者という立場で考えると，林業に対する投資から大きな利益を得
るのが難しい状況下で，企業が費用を負担して森林を所有し管理
を行う事例が存在している。それにはどのような理由があるのだ
ろうか。

企業と森林管理活動との関係については企業の社会的責任
（CSR）の文脈で議論されることが多い。例えば，CSR 報告書の
開示や事業と森林の関連性の研究（中尾ほか，2012）や，都道府
県による「企業の森づくり」に関する研究（吉岡・山本，2011），
行政と連携した森づくりを行っている企業に関する研究（小林・
宮林，2012 a）がある。これらは企業が CSR としての森林管理
活動にどのように取り組んできたかを事例から論じたものである。
一方で，長期的な関わりとしての企業の森林所有，社有林に関す
る研究は少ない。センサス調査を元に全国社有林の現状，個別企
業の保有の歴史と現状についての研究成果（志賀・齊藤，2020）
があるほか，社有林を活用した新たな育林事業の展開可能性につ
いての研究（奥山ほか，2015）がある。しかし，企業が社有林を
所有する意図について業態を超えて比較した研究事例はない。そ
こで本研究では，企業が森林所有を継続している理由や森林管理
の実態から，企業による森林管理のあるべき方向性を明らかにし
たい。

Ⅱ．調査対象・方法

森林・林業統計要覧 2022 によると，社有林は 663 , 822 ha，経
営体数にして 1 , 994 社存在するが（林野庁，2022），個々の

実態を把握することは困難である。そこで，社有林を所有す
る企業の代表として森林認証（SGEC/FSC）の FM（Forest	
Management）認証を取得している企業を選定した（FSC ジャ
パン，2023，SGEC/PEFC ジャパン，2023）。これは森林認証取
得が単なる所有を超えた積極的な管理の意思表示であると仮定し
たためである。さらに情報開示を多く行っているという点から，
日本取引所グループ web サイトで確認できる上場企業であるこ
とも条件とした。その結果調査対象企業を 13 社に絞った。13 社
の業種内訳は表‒1 の通りである。木材を利用する業種の会社が
比較的多くはあるが，多様な業種の会社が対象となった。13 社に
対してアンケート調査を行い，8 社から回答を得た。質問項目は
表‒2 の通りである。質問数は 18 項目であり，一部を除いて全て
選択式とした。

論　文

企業による森林所有の背景と管理継続の課題＊1

奥山洋一郎＊ 2・永利優以子＊ 2 ＊ 3・枚田邦宏＊ 2

奥山洋一郎・永利優以子・枚田邦宏：企業による森林所有の背景と管理継続の課題　九州森林研究　 77：25 － 28，2024　林地に対す
る投資が大きな利益を生まない中，費用負担をして企業が森林を所有し，管理を行う事例が存在している。本研究では FSC/SGEC の
FM 認証を取得している上場企業が社有林管理において，社会的責任を意識していること，事業が森林と関連の無い親会社の社有林担当
者と現地の作業担当者では，社有林管理に関して長期目標の共有に課題があることを明らかにした。SDGs やカーボンニュートラルなど，
森林の多面的機能と関連のある国際目標がたてられている中，企業による社有林が単なる所有ではなく，有効に活用される方策を考え
る必要がある。
キーワード：社有林，森林経営，企業の社会的責任，森林認証

九州森林研究　No. 77　2024. 3

1

表‒1．13 社の業種内訳

業種区分 会社数 ( 社 )
パルプ・紙 4
電気・ガス業 2
建設業 1
ゴム製品 1
⾮鉄⾦属 1
卸売業 1
⾷料品 1
輸送用機器 1
鉱業 1

資料：日本取引所グループ（2023）より作成

表‒2．質問項目

1 社有林の概要について
2 森林管理の経緯と現況
3 森林認証取得理由と効果
4 今後の森林所有・管理について
5 CSR の場として社有林を選んだ理由

資料：アンケートより筆者作成

恵があろう。
今回の論文ではそれらの作業内容の詳細部分には踏み込むこと

ができなかった。そのため，これらの点は今後の研究課題とした
い。
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2 . 聞き取り調査
聞き取り調査を行った A 社と B 社の概要は表‒5 の通りである。

森林所有開始年は親会社が森林所有を始めた年のことである。所
有開始理由は 2 社とも「会社の売買で資産として森林が付随し
ていた」からであった。現在の所有理由としては 2 社とも「資
産として（将来に残す・不動産商品として）」という回答であっ
た。A 社は社有林の将来ビジョンを親会社と共有しており，人
員不足等の課題はあるものの安定した管理が行われていた。一
方，B 社においては親会社の伐採による森林の資産価値減少を懸
念して，生産に係る活動を回避する傾向があった。現地では安定
して事業量を確保できないことで，通年雇用が難しくなっており，
将来的に路網の管理等への影響が懸念されていた。実態としては，
両者ともに親会社の支援のもとで，現場担当者が適切に森林管理
を実行していた。しかし，森林管理に対する方向性の共有という
点で 2 社に差異があった。2 社の親会社，現場担当者の意識を整
理したものが図‒3（A 社），図‒4（B 社）である。関心度の大き
さ，関心の方向性を地域社会の関わり（社会），社業への貢献（経
済）という観点で 4 象限に区分した。ある行為が複数の象限に登
場する場合があるが，聞き取り調査の結果を踏まえて掲載してい
る。意識の相違は短期的な施業方針だけではなく，長期的な所有，
管理の安定度という点で社有林管理の今後に影響を与える可能性
がある。この点は考察で検討したい。

Ⅴ．考察・まとめ

認証上場企業 8 社が森林所有を始めた理由と現在の所有理由を
比較すると，木材利用を理由として挙げている会社数は 6 社と
変化していない。しかし「企業の社会的責任を果たす」「CSR 活
動の一環」「森林保全」の回答数はそれぞれ 7 社であり，木材利
用を上回る結果となった。この様な変化が見られた理由の 1 つ
として，SDGs（Sustainable	Development	Goals（持続可能な開
発目標））の普及が考えられる。SDGs では目標 15「陸の豊かさ
も守ろう」の中で森林管理の重要性が示されており，他の行動目
標も森林と親和性が高い項目が複数存在する。経済産業省は「世
界全体が SDGs の達成を目指す中，これらを無視して事業活動を
行うことは，企業の持続可能性を揺るがす『リスク』をもたら
す。一方，企業がビジネスを通じて SDGs に取り組むことは，企
業の存続基盤を強固なものにするとともに，未だ開拓されてい
ない巨大な市場を獲得するための大きな『機会』となり得る」
と企業と SDGs の関係をまとめている（経済産業省，2019）。ま
た，2020 年 - 2022 年に市民（15 - 69 歳）を対象にした調査によ
ると，2020 年に 27 . 8 % であった SDGs の認知率は，2021 年は
52 . 2％，2022 年には 79 . 8％と変化していた（株式会社インテー
ジ，2022）。さらに，	同調査で SDGs の内容をある程度以上知っ
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表‒4．	CSR 活動の場として社有林を選んだ理由	
（複数回答 / 6 社回答）

選択肢 回答社数
1 元々森林を所有していたから 4
2 事業と森林の関わりが強いから 4
3 CO 2 を固定・吸収するから 3
4 森林の機能に対して社会の関心が高まっているから 3
5 特別な理由はない 0
6 その他 1

資料：アンケート結果より筆者作成

表‒5．A・B 社の概要

A 社 B 社
森林所有開始年 1990 年 2008 年
社有林所在 鹿児島県 宮崎県
社有林面積 700 ha 2234 ha
現地従業員 5 名 1 名
木材生産量 3300 立米（2021 年） 1100 立米（2021 年）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

図‒3．社有林管理に対する考え方（A 社）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

図‒4．社有林管理に対する考え方（B 社）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

さらに，企業による森林管理の実態を把握するために，鹿児
島県と宮崎県で社有林を管理する企業（以下 A 社，B 社・上記 13
社に含まれていない）に対して，それぞれの県の事業所で伐採業
務などを担っている 1 名ずつに聞き取り調査を行った。内容は社
有林の概要・管理の現況・今後について・親会社の考えについて
である。あわせて，B 社の代表取締役に森林管理の現況と今後に
ついて質問紙による調査を実施した。

Ⅲ．企業の社会的責任とは

ここで「企業の社会的責任（CSR=Corporate	Social	Responsibility）」
について整理しておきたい。この CSR の定義について（一社）
日本経済団体連合会は，「CSR の具合的な内容については国，地
域によって考えが異なり，国際的な定義はないが，一般的には，
企業活動において経済，環境，社会の側面を総合的に捉え，競争
力の源泉とし，企業価値の向上に繋げること」と記している（日
本経済団体連合会，2004）。伊藤（2010）は CSR 活動の中の環境
保全が積極的に取り組まれている理由を，社会的な関心が大きい
こと，他の諸活動と比べて効果を評価しやすいという背景が関連
しているのではないかと考察している。小林・宮林（2012	b）も
CSR 活動への投資が長期的には企業価値を高めることになると
述べている。企業活動が外部環境に与える影響が大きくなり，環
境問題をはじめとした持続可能な社会の構築のために，企業が積
極的な役割を果たしていくことへの期待と圧力は日増しに強く
なっている（加賀田，2004）。CSR 活動の効果が明確でない部分
が多々あることは企業も承知している所だろうが，CSR 活動に
取り組まないことがリスクになるような社会が形成されつつある
という事が言えるのではないだろうか。こういった社会の変化が
企業による CSR 活動推進の一因になっていると考えられる。後
述するように，SDGs の概念が普及する中で，CSR 活動の一環と
しての森林との関わりの重要性が増している。

Ⅳ．調査結果

1 . アンケート調査
森林認証取得の上場企業（以下認証上場企業）8 社の森林所有

理由の変化は図‒1 の通りである。森林所有を始めた理由として
最も回答が多かったのは「木材利用の為」（6 社）であった。一
方現在も森林を所有し続けている理由は，「CSR 活動の一環」（7
社）と「企業の社会的責任を果たす」（7 社）が最も多く，木材
を利用するためと答えた会社は，回答社が変化しているが数とし
ては 6 社と同じであった。また，森林認証取得に関して期待し
ていることの変化を図‒2 で示した。各社が森林認証を取得した
のは 2000 年代前半からである。その頃から CSR を意識して認証
取得が行われており，現在も関心の高い項目であることがわかる。
その他の回答としては「持続可能な森林経営を行っている事や生
物多様性に対応しているなどのことを認めてもらう」や「社有林
管理の質の向上」といった内容であり，社外の第 3 者からの評価
に対して意識が向けられていたことが分かった。表‒3 は森林の
物質生産機能以外から得られていると考えられるものについての
回答である。最も回答数が多かったのは「地元貢献」（6 社）で

あった。表‒4は，CSR活動の場として社有林を選んだ理由である。
「元々森林を所有していたから」・「事業と森林の関わりが強いか
ら」を選んだのが 4 社，「CO 2 を固定・吸収するから」・「森林の
機能に対して社会の関心が高まっているから」が 3 社となってお
り，特徴的な傾向は見られなかった。しかし，自由記述の欄で 2
社が「森林を通じて地域振興に少しでも寄与するため」・「地域社
会との共存」と地域貢献を意識していると回答した。図‒1・図‒2
からわかるように，企業の中で社会的責任を意識した取り組みを
実施することの重要度が増していることが明らかとなった。
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図‒1．森林所有理由の変化（複数回答 / 一部抜粋）
資料：アンケート結果より筆者作成

図‒2．森林認証取得に期待している事の変化（複数回答/7社回答）
資料：アンケート結果より筆者作成

表‒3．	森林の物質生産機能以外から得られていると	
考えられるもの（複数回答 / 8 社回答）

選択肢 回答社
1 株主からの好反応 5
2 ESG 投資額増加 3
3 地元貢献 6
4 CSR・外部評価向上 4
5 CO 2 排出量削減 4
6 森林認証取得と関連 2
7 特にない 0
8 その他 2

資料：アンケート結果より筆者作成
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4 森林の機能に対して社会の関心が高まっているから 3
5 特別な理由はない 0
6 その他 1

資料：アンケート結果より筆者作成

表‒5．A・B 社の概要

A 社 B 社
森林所有開始年 1990 年 2008 年
社有林所在 鹿児島県 宮崎県
社有林面積 700 ha 2234 ha
現地従業員 5 名 1 名
木材生産量 3300 立米（2021 年） 1100 立米（2021 年）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

図‒3．社有林管理に対する考え方（A 社）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

図‒4．社有林管理に対する考え方（B 社）
資料：聞き取り調査結果より筆者作成

さらに，企業による森林管理の実態を把握するために，鹿児
島県と宮崎県で社有林を管理する企業（以下 A 社，B 社・上記 13
社に含まれていない）に対して，それぞれの県の事業所で伐採業
務などを担っている 1 名ずつに聞き取り調査を行った。内容は社
有林の概要・管理の現況・今後について・親会社の考えについて
である。あわせて，B 社の代表取締役に森林管理の現況と今後に
ついて質問紙による調査を実施した。

Ⅲ．企業の社会的責任とは

ここで「企業の社会的責任（CSR=Corporate	Social	Responsibility）」
について整理しておきたい。この CSR の定義について（一社）
日本経済団体連合会は，「CSR の具合的な内容については国，地
域によって考えが異なり，国際的な定義はないが，一般的には，
企業活動において経済，環境，社会の側面を総合的に捉え，競争
力の源泉とし，企業価値の向上に繋げること」と記している（日
本経済団体連合会，2004）。伊藤（2010）は CSR 活動の中の環境
保全が積極的に取り組まれている理由を，社会的な関心が大きい
こと，他の諸活動と比べて効果を評価しやすいという背景が関連
しているのではないかと考察している。小林・宮林（2012	b）も
CSR 活動への投資が長期的には企業価値を高めることになると
述べている。企業活動が外部環境に与える影響が大きくなり，環
境問題をはじめとした持続可能な社会の構築のために，企業が積
極的な役割を果たしていくことへの期待と圧力は日増しに強く
なっている（加賀田，2004）。CSR 活動の効果が明確でない部分
が多々あることは企業も承知している所だろうが，CSR 活動に
取り組まないことがリスクになるような社会が形成されつつある
という事が言えるのではないだろうか。こういった社会の変化が
企業による CSR 活動推進の一因になっていると考えられる。後
述するように，SDGs の概念が普及する中で，CSR 活動の一環と
しての森林との関わりの重要性が増している。

Ⅳ．調査結果

1 . アンケート調査
森林認証取得の上場企業（以下認証上場企業）8 社の森林所有

理由の変化は図‒1 の通りである。森林所有を始めた理由として
最も回答が多かったのは「木材利用の為」（6 社）であった。一
方現在も森林を所有し続けている理由は，「CSR 活動の一環」（7
社）と「企業の社会的責任を果たす」（7 社）が最も多く，木材
を利用するためと答えた会社は，回答社が変化しているが数とし
ては 6 社と同じであった。また，森林認証取得に関して期待し
ていることの変化を図‒2 で示した。各社が森林認証を取得した
のは 2000 年代前半からである。その頃から CSR を意識して認証
取得が行われており，現在も関心の高い項目であることがわかる。
その他の回答としては「持続可能な森林経営を行っている事や生
物多様性に対応しているなどのことを認めてもらう」や「社有林
管理の質の向上」といった内容であり，社外の第 3 者からの評価
に対して意識が向けられていたことが分かった。表‒3 は森林の
物質生産機能以外から得られていると考えられるものについての
回答である。最も回答数が多かったのは「地元貢献」（6 社）で

あった。表‒4は，CSR活動の場として社有林を選んだ理由である。
「元々森林を所有していたから」・「事業と森林の関わりが強いか
ら」を選んだのが 4 社，「CO 2 を固定・吸収するから」・「森林の
機能に対して社会の関心が高まっているから」が 3 社となってお
り，特徴的な傾向は見られなかった。しかし，自由記述の欄で 2
社が「森林を通じて地域振興に少しでも寄与するため」・「地域社
会との共存」と地域貢献を意識していると回答した。図‒1・図‒2
からわかるように，企業の中で社会的責任を意識した取り組みを
実施することの重要度が増していることが明らかとなった。
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図‒1．森林所有理由の変化（複数回答 / 一部抜粋）
資料：アンケート結果より筆者作成

図‒2．森林認証取得に期待している事の変化（複数回答/7社回答）
資料：アンケート結果より筆者作成

表‒3．	森林の物質生産機能以外から得られていると	
考えられるもの（複数回答 / 8 社回答）

選択肢 回答社
1 株主からの好反応 5
2 ESG 投資額増加 3
3 地元貢献 6
4 CSR・外部評価向上 4
5 CO 2 排出量削減 4
6 森林認証取得と関連 2
7 特にない 0
8 その他 2

資料：アンケート結果より筆者作成
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Ⅰ．はじめに

鹿児島県は鰹節生産が盛んであり生産量は全国 1 位である。
表‒1 より，令和 4 年度における鹿児島県の鰹節生産量は 18 , 032
トンであり，そのうち枕崎市が11 , 782トン，指宿市山川町（以下，
山川町）が約 5 , 941 トンである（さつま鰹節協会，2022）。この
ように，鹿児島県における鰹節生産は枕崎市と山川町の 2 つの地
域が担っている。

鰹節生産にはさまざまな作業工程があり，その中の一つであ
る「焙乾」と呼ばれる工程には，大量の広葉樹の薪が使用される。
焙乾とは，いわゆる燻製のことであり，急蔵庫や焼津式乾燥庫と
呼ばれる乾燥庫の中で薪を燃やし，捌いたカツオの水分を抜いて
いく作業である。カツオの酸化防止や菌の繁殖防止などの役割も
果たしており，薪を燃焼させたことによる熱と煙で鰹節特有の香
りをつけるために非常に重要な工程である。

鰹節生産に使用される焙乾用薪について，岩野（1995）の鹿児
島県南薩地域における焙乾用薪の生産と供給についての既往研究
がある。そこでは，1993 年における薪生産者と薪消費者の実態
が明らかにされている。また，南薩地域において広葉樹薪材の地
域フローが形成されており，焙乾用薪は南薩地域内で生産と消費
が完結していると述べられている。そして，枕崎市および山川町
の鰹節生産の状況については佐藤ほか（2013）の既往研究がある。
そこでは，2013 年における両地域の焙乾用薪の生産方法や流通
について枕崎市と山川町で流通方法や価格に差があることや薪供
給範囲が徐々に拡大していることについて明らかにしている。こ
の研究以降，焙乾用薪についての報告はない。

また，鹿児島県における木質バイオマス発電について，寺岡
（2020）の既往研究がある。そこでは，鹿児島県内には木質バイ
オマス発電所が	5 カ所あり，未利用木材やバークなどの地域の木
質資源を燃料の主軸として稼働していると述べられている。これ
らの木質バイオマス発電所の内，3ヵ所が 10 年以内に設置されて

おり，地域の広葉樹需給の構造に変化が生じていると予想される
ものの，その実態は明らかになっていない。

そこで本研究では，木質バイオマス需要の高まりにより広葉樹
の利用状況が変化しているなかで，鹿児島県の伝統産業である鰹
節生産がどのような影響を受けているのかを明らかにすることを
目的とし，焙乾用薪の過不足や薪の生産状況について実態を調査
する。

Ⅱ．調査方法

本研究では，聞き取り調査と電話調査の 2 つの方法で調査を実
施した。

論　文

鹿児島県枕崎市および指宿市山川町における焙乾用薪の生産状況＊1

清水浩貴＊ 2・奥山洋一郎＊ 2・滝沢裕子＊ 2

清水浩貴・奥山洋一郎・滝沢裕子：鹿児島県枕崎市および指宿市山川町における焙乾用薪の生産状況　九州森林研究　 77：29 － 32，
2024　本研究では，鹿児島県の鰹節生産を担っている枕崎市および指宿市山川町に着目した。鰹節製造の「焙乾」では，大量の広葉樹
の薪が使用されるが，詳細な流通経路や薪生産の現状については明らかになっていない。そこで，木質バイオマス需要の高まりにより
広葉樹の利用状況が変化しているなかで，鹿児島県の伝統産業である鰹節生産がどのような影響を受けているのかを明らかにすること
を目的とし，焙乾用薪の過不足や薪の生産状況について実態を調査する。主に協同組合や鰹節製造業者，薪生産者に聞き取り調査を行っ
た。その結果，焙乾用薪は不足しており，薪の 1 トンあたりの価格は 10 年前よりも 1 万円以上値上がりしていた。また，県外から薪を
購入する業者も増え，宮崎県や熊本県，佐賀県まで範囲が拡大していることが明らかになった。
キーワード：鰹節，焙乾，薪
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表‒1．全国の鰹節生産量（単位：トン）
年度 鹿児島県 静岡県 全国

H 27
20,347 6,793

27 , 617
（73.7%） （24.6%）

H 28
21,306 7,735

29 , 352
（72.6%） （26.4%）

H 29
21,443 7,471

29 , 240
（73.3%） （25.6%）

R 元年
21,609 7,324

29 , 104
（74.2%） （25.2%）

R 2
19,880 6,909

27 , 055
（73.5%） （26.5%）

R 3
18,921 6,598

25 , 772
（73.4%） （25.6%）

R 4
18,032 6,665

24 , 943
（72.3%） （26.7%）

（資料：	農林水産省平成 27〜令和 4 年水産加工統計より	
筆者作成）

ていると答えた 1332 人の内，SDGs に対して共感すると答えた
のは 65 . 6 % であった。SDGs が社会の中で普及し始め，社会の
一員である企業に対しても SDGs に関連した行動が求められるよ
うになり，森林所有が企業の CSR 活動の一環として重要度が増
していると考えられる。

聞き取り調査を行った 2 事業所の親会社は，どちらも積極的に
森林所有を始めたわけではないが，現在では社有林が「将来の資
産」として扱われていることが明らかになった。一方で，親会社
が社有林の資産価値を重視して，伐採作業が積極的に行われてお
らず，路網の管理や雇用といったそれまでの生産活動の縮小とい
う問題も起こっていた。森林管理の方法は様々あり，木を伐採す
ることだけが正しいわけではない。しかし人手不足や路網の不備
によって，森林管理が行き届いていない場所が発生することは問
題である。さらに森林の多面的機能や高い公共性を考えると，単
に森林を持っているだけで社会貢献を実施しているとは言い難い
のではないか。社有林の適切な管理，積極的かつ多様な利用が行
われてはじめて，企業の CSR 活動として評価されるべきであろ
う。そのためには，単なる森林の所有だけではなく，多様な森林
の機能を活かした利用を行っているか，その実態についても評価
されるべきであり，評価手法の開発・普及が必要となる。
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